
■総合計画に係る施策の優先順位

Ａグループ

・新産業創出
・医療機能・施設の充実
・学校教育の充実
・企業誘致の推進
・日本一治安の良い地域社会の実現

39,294 39,215 99.8%

Ｂグループ

・災害に強い県土づくり
・商工業の経営安定化の支援
・生涯を通じた健康づくりの推進
・高齢者保健福祉サービスの充実
・文化財の継承と活用

124,226 120,302 96.8%

Ｃグループ

・農林水産業の生産力の向上支援
・ともに支え合う地域福祉の実現
・快適な都市・農山漁村空間の整備
・自然とふれあいの推進
・スポーツの振興

15,285 11,105 72.7%

その他

・市町村合併の支援
・市町村事業の支援
・歳入の確保
・広聴・広報の充実強化
・働きやすい職場環境づくり

52,834 38,704 73.3%

合　計 231,639 209,326 90.4%

　　◆全体事業費から職員給与費、公共事業費、公債費及び税交付金を除く

■公共事業分野の優先順位

グループ 分　　野 Ｈ１６ Ｈ１７ 増減率

Ａグループ
・高速道路の整備
・幹線道路の整備 31,607 29,385 93.0%

Ｂグループ

・身近な生活道路の整備
・土砂災害などの防止
・河川の整備
・交通安全施設の整備
・下水道の整備

51,405 43,910 85.4%

Ｃグループ

・農業生産基盤の整備
・漁港整備や漁場整備
・空港の整備
・農道の整備
・森林整備や林道整備
・港湾の整備
・都市・農村環境の整備
・県営住宅の整備

30,225 24,951 82.6%

合　計 113,237 98,246 86.8%

　　◆対象は補助公共事業費、県単独公共事業費（特別会計を含む、災害関連事業を除く）

（単位：百万円，％）

（単位：百万円，％）

グループ 主な施策

施 策 優 先 度 の 反 映 状 況

Ｈ１６ Ｈ１７ 増減率


